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 基本的な考え方  

 
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）は、令和５

年４月に第５期中期計画をスタートさせ、全てのセンター活動に「ＳＤＧｓ・カーボン

ニュートラルに向けた取組」を浸透させるとともに、「デジタルトランスフォーメーシ

ョン（ＤＸ）推進による生産性向上」、「フードテックを活用したフードロスの削減と

食品の高付加価値化」を重点プロジェクトとして取り組み、「県内企業の技術力向上や

高収益化、県内産業の発展につながる質の高い技術支援」を着実に推進してきた。 
令和８年度は、第５期中期計画の最終年度となることから、これまでの活動により得

られた研究・事業成果を県内企業へ確実に移転し、より一層、センターの技術支援の実

効性を高めていくことに集中して、本県産業の競争力強化にセンター活動が直結するこ

とを目指していく。 
さらに、活動の効果・貢献度を定量的に検証するために、令和８年度は重要業績評価

指標（以下「ＫＰＩ」という。）として以下の４項目を引き続き設定し、業務の進捗を

常に確認しながら、中期計画で掲げたＫＧＩ（重要目標達成指標）の実現に向けてセン

ター活動を推進する。 
また、当センターの取組みを積極的に情報発信し、県内外の機関等との連携を深めな

がら本県産業の発展に貢献していく。 
 
【令和８年度に設定する中間指標…ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

 
※第５期中期目標期間中の数値目標とその水準…ＫＧＩ（重要目標達成指標） 
  ＫＧＩ①：相談対応件数･････････････････････････････２６，０００件 

ＫＧＩ②：技術移転件数･････････････････････････････････････７０件 

KPI 目標とする姿 
① 企業訪問件数 
       ６５０件 
 

・県内企業からの技術相談に適切に対応し、満足度の高い課題解決を実現 
・抽出した技術課題をセンター活動（重点プロジェクト、研究開発、人材育成
等）に反映 

② 共同研究件数 
      １５件 

・本県産業の活性化に資するプロジェクトの創出 
・企業の抱える課題をテーマとした技術開発と課題解決 

③ オーダーメイド型
技術者育成件数 
      ２５件 

・課題解決能力や、次世代の新たな技術課題への対応力を持つ企業人材の
創出 

・センター独自技術の県内企業への提案と技術移転の推進 
④ 外部に向けた発

表件数 
        ３０件 

・センター技術の情報発信による技術マッチング、技術移転の推進 
・職員の能力向上・意欲向上 
・県内企業に向けたセンターの活用促進 
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Ⅰ 令和８年度計画の期間  

 
令和８年度計画の期間は、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの１年間

とする。 
 

Ⅱ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内製造業の生産活動、技術開発等において解決すべき技術的課題に対して、セン

ターは、専門分野の研究員による技術相談、機器利用、依頼試験等により対応し、中小

企業の技術開発力の向上、品質信頼性の確保、新技術開発への挑戦に向けた、早期かつ

確実な技術支援を実施する。 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

県内企業等からの技術相談に様々な場面（来所、企業訪問、オンライン等）でセン

ターの保有する技術やノウハウを最大限に活かしながら適切に対応し、最新技術情

報の提供、機器利用・依頼試験・人材育成などのセンターが実施する支援メニューの

提案、関係機関の紹介などを行い、企業の技術課題の早期の解決を図る。 

① 来所・オンライン等による技術相談対応 

センターへの来所やオンライン等により技術相談を行う県内企業に対して、その

専門分野の研究員が解決に向けた方向性や方法等について的確なアドバイスを行う。

技術相談対応の満足度を窓口に設置した受付システム等を活用しながら把握し、業

務改善に活用する。 

② 企業訪問の実施 

企業からの技術相談内容を確実に把握し、的確な対応をするために、研究員が積極

的に企業現場を訪問して問題解決を図る。また、企業訪問により製造現場を研究員が

直接見て課題抽出を行い、センターの様々な業務への反映・展開につなげていく。 

（２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

センターが保有する機器等を用いて、“県内企業が抱える技術課題の解決”、“製

品・部品の品質確保のための評価・改善技術の蓄積”等を支援し、県内製造業の技術

的優位性を高めていく。 
 
① 機器利用、依頼試験・分析の実施 

多くの企業の技術課題を迅速に解決するために、機器利用及び依頼試験・分析の多

様なメニューを設定するとともに、対応する研究員のレベルアップにも努める。さら

に、必要に応じて技術スタッフの配置なども行い、その支援体制を強化する。 
また、機器利用の内容や依頼試験・分析の結果等から本県産業界が抱える技術課題

の抽出を行い、センターが実施する“研究開発”、“人材育成”等に反映させていく。 
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② 計画的な機器整備 

センターが実施する技術支援活動の機能維持のために必要な機器設備の更新、企業

ニーズの高い機器の新規導入、あるいは稼働率の低い機器設備の処分等もその必要性

を検討の上、機器整備計画を策定して実施する。 
 令和８年度は、使用頻度が高いが老朽化が進み更新が必要である「イミュニティ試

験装置」、「疲労試験機」等の整備を行う。 

③ 利用促進等 

機器設備の更新または新規導入を行った場合は、導入機器の活用方法や操作方法な

どの説明会を実施し、県内企業の利用促進を図る。 
さらに、県の支援により県内小規模事業者の機器使用料及び依頼試験手数料を減免

して利用促進を図り、該当企業の技術力向上を支援する。 
 
（３）新事業創出及び新分野進出への支援 

県内企業あるいは新規に事業を立ち上げる個人・団体等に対して、以下の多様な支

援により、県内での起業や新事業創出を推進する。 
 
① 起業化支援室等を技術開発の場として提供 

新規事業に取り組もうとする企業等がセンター内で活動できる場を各施設内に設置

し、事業の実現に向けた技術開発をオンサイトで支援する。 
 

② 新事業創出、新分野進出を支援する研究会事業の実施 

センター重点プロジェクトや鳥取県産業振興未来ビジョンで掲げる各専門分野の最

新技術動向やセンター技術成果等を研究会事業等により提供する。 

 

【重点プロジェクト】 

■デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進による生産性向上 

令和８年度は、製造現場のＤＸ化に必要な人材の育成、センターが開発したＤＸ

ＰＯＴの製造現場への普及・活用、また、特にニーズの高いＡＩ画像検査技術、ロ

ボットによる自動化の現場導入検証を行い、より現場実装に向けた支援を強化する。

さらに、製造現場への専門家の派遣やオーダーメイド型技術者育成事業による個別

技術支援を引き続き行い、工場のスマートファクトリー化を進める。 

 

■フードテックを活用したフードロスの削減と食品の高付加価値化 

鳥取県内の食品工場から出るフードロス素材などを用い“誰もが美味しく楽しく

食べられる”付加価値の高い新食品の開発に取り組んできた。令和８年度は、プロ

ジェクト最終年度として、技術移転先の企業とともに、これまでに開発してきた新

食品の製品化を目指す。そのために必要な技術改良、市場投入のための商品化戦略

などを企業と共に検討し、本県食品産業の新たな挑戦を支援する。 
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【各種研究会事業等】 

■環境配慮型有機材料研究会 

   プラスチックリサイクルに関連して、県内企業のカーボンニュートラル・環境配

慮型材料による製品開発を促進し、社会の要望に応えた製品づくりを支援する。 
令和８年度は、県内企業から要望の高い自社工場内で使用するプラスチック廃材

のリサイクル化、その他のリサイクル材の活用をテーマとした研究会を開催し、関

連技術セミナーや参加企業との意見交換、さらには、研究会参画企業と実際に共同

試作を繰り返しながら、リサイクル製品の実現を目指す。 
 

■企業の高収益を実現する基盤技術強化事業 

 県内企業の技術力向上や高収益化、県内産業の発展につながる基盤技術の底上げ

を目指し、関連する分野の企業技術者を対象にしたセミナー、試作加工実演などを行

う。令和８年度は、切削加工及びそこで使用される潤滑剤に焦点を当て、生産性向上

や環境負荷低減について企業意識を高め、さらには独自技術の確立により同業他社

との差別化を図る。また、センターが保有する各種分析装置を用いて、企業現場で起

こりうる技術課題の解決を模擬的に体験出来るセミナーを実施し、企業技術者の課

題解決能力向上を図る。 

 
■食品産業ＳＤＧｓ推進事業 

食品関連企業の抱える技術的課題の解決に向け、県内企業への技術情報の発信や

県内食品企業間のマッチング支援を積極的に行い、食品産業の再生と持続的発展を

支援する。令和８年度も引き続き、県内大学と連携し、食品ロス対策や食品の高付加

価値化に関する技術セミナーを開催するとともに、“食研オープンサロン”により食

品産業の抱えるフードロス対策や新食品開発などの潜在的な課題を掘り起こし、セ

ンターが開発した技術の紹介と参加者との意見交換を行い、センターの研究成果の

普及・技術移転を図る。 
 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

（１）技術シーズの創生、研究成果の技術移転による事業化促進 

センターの中期計画の方針に沿って、センター研究実施要綱に定めた研究区分によ

り、以下のとおり研究テーマを設定・実施する。また、年度途中であっても必要に応じ

て新たな研究テーマを設定・実施するほか、研究の見直し等についても柔軟に行い、常

に県内産業界の動向を注視しながら適切な技術開発に取り組む。企業との共同研究に

ついては、令和７年度からの継続研究のほか、新規共同研究にも積極的に取り組む。 

 

【研究区分】  

＜Ａ＞プロジェクト研究 
 トップダウン研究 必要に応じて理事長等がトップダウンで指示する研究 

 外部資金研究 外部資金を獲得して実施する研究（令和8年度 新規分） 

 短期事前研究 競争的資金等を目指すため年度途中に短期準備を必要とする研究 

＜Ｂ＞企業等との共同研究 
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 戦略的研究 中長期的視点で企業等との技術確立や製品化を目標とする研究 

 実用化研究 技術確立や製品化への発展を目標とする企業等との研究 

＜Ｃ＞センター単独研究 
 先駆的研究 本県の未来を切り拓く、先導的な研究開発 

 実用化促進研究 技術アイデアの実用化技術の確立を目指す研究 

 可能性探査研究 アイデアの可能性を探る研究  

 

【令和８年度実施テーマ】 

＜Ａ＞プロジェクト研究   

年度途中から開始する緊急性の高い研究 

 

＜Ｂ＞企業等との共同研究 １２テーマ 

研究区分 研究テーマ名 
戦略的研究 ◎天然材料と高分子複合材の実用化技術の開発 

◎循環経済に貢献する金属・樹脂の直接接合を可能とする革新的な精密制御
プレス加工技術及び解体技術の開発【外部資金】 

◎未利用水産資源を活用した高付加価値機能性成分の効率的な抽出法の開発
【外部資金】 

実用化研究 ◎木毛を原材料とした木質ボードの開発【外部資金】 
◎広角噴霧可能な医療用噴霧器のノズル形状開発【外部資金】 
◎実用化の進んでいる革新的なドリルの切削特性-ドリル刃形状による耐びび
り振動特性と深穴加工特性の向上【外部資金】 

◎ルチル型複合酸化物から始まる次世代蓄電池負極材料の創製と応用【外部資
金】 

◎逆解析フェイクを介した破断部金属組織の力学量分布同化解析と組織設計へ
の展開【外部資金】 

◎未来型空調用熱交換器フィン材（アルミニウム素材）の研究開発【外部資金】 
◎EV 向け部材の低コスト製造技術の開発【外部資金】 
◎めっき液の成分分析を自動化する小型ロボットシステムの開発【外部資金】 
◎アカモクの魅力を高める品質評価手法の確立 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 １６テーマ 

研究区分 研究テーマ名 
先駆的研究 ◎動力伝達部品の疲労強度向上を目指したレーザ照射による浸炭焼入れ硬化層

の改質技術の開発【外部資金】 
◎培養肉形成のための海洋資源由来可食性素材を用いた培養足場素材の開発 

実用化促進研究 ◎予知保全のための振動評価と振動のAI解析システムの開発 
◎センシングデータを用いた作業進捗に関わる要因解析手法の開発 
◎プラスチックPCR材の用途拡大に向けた新規複合材料の開発 
◎協働ロボットの高精度位置決めシステムの開発 
◎狭小空間における協働ロボットの協調制御システムの開発 
◎魚介類を加圧加熱加工する際の前処理方法の検討 
◎室温で長期保存可能な焼き魚の開発 
◎酢酸イソアミルの産生量が多様な鳥取オリジナル酵母の育種開発 

可能性探査研究 ◎クラウド業務情報を活用するローカルAIエージェントの開発 
◎多品種少量生産における生産計画の自動化手法の開発 
◎Fe-Cr-Al 系合金における炭化物析出を利用した高強度化 
◎加工油の残留（洗浄不良）が熱処理に及ぼす影響 
◎素材の含有量および特性を保持した高品質粉体加工手法の開発 
◎食材組み合わせが示す糖質分解抑制機能の特性評価と相乗効果の検討 
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【研究内容】  

＜Ｂ＞企業等との共同研究 

戦略的研究 ３テーマ 

◎天然材料と高分子複合材の実用化技術の開発（Ｒ７～８） 

研究概要 

循環型社会に資する次世代素材として期待される天然ファイバーと樹脂やゴムとの複合
材料の開発を目指す。コストの低減を目的に“ミクロ”及び“ミリ”サイズの天然材料
の使用を検討するとともに、ＰＰ樹脂以外のＰＥ、ＰＶＣとの複合化についても検討す
る。 

本年度 
実施内容 

・ミクロフィブリルセルロース（ＭＦＣ）とＰＰの複合化 
・ＭＦＣ／ＰＰマスターバッチのＰＰ以外の樹脂への適用評価 
・セルロースとシリコーンやＥＰＤＭ等とのゴムの複合化 

 

◎循環経済に貢献する金属・樹脂の直接接合を可能とする革新的な精密制御プレス加工技術及び

解体技術の開発（Ｒ６～８） 

研究概要 
精密プレス技術による表面微細加工を高度化して、接着剤レスで接合する技術を開発す
る。また、循環経済に対応し、使用後の回収時に素材を分離しやすい易解体性構造とする
と同時に、接合した部材を分離する技術の開発を行う。 

本年度 
実施内容 

・微細な凹凸表面を有し耐凝着性に優れる金型微細表面構造の決定 
・微細な凹凸表面を形成するためのプレス加工技術の開発と接合試作/解体の検証 
・量産化システムの確立 

 
◎未利用水産資源を活用した高付加価値機能性成分の効率的な抽出法の開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
未利用水産資源から健康食品・美容素材に適した高付加価値機能性成分を効率的に抽出す
る方法を開発する。 

本年度 
実施内容 

・既存設備の活用など、実装可能な高付加価値機能性成分の抽出方法を検討 
・重金属、アレルゲンなどのリスク要因の軽減対策について検討 

 

実用化研究 ９テーマ 

◎木毛を原材料とした木質ボードの開発（Ｒ８） 

研究概要 
木毛の建築材料以外の用途展開を目指し、木材をリボン状に切削した木毛の特性を活か
し、セメントに替えて接着剤を使用した木毛ボードを開発する。 

本年度 
実施内容 

・大型サイズの木質ボードの熱圧成形条件の検討 
・試作した木毛ボードの物性評価（剥離強さ、曲げ強さ、寸法安定性） 

 

◎広角噴霧可能な医療用噴霧器のノズル形状開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
加圧腹腔内エアロゾル化学療法(PIPAC）で使用される噴霧器は、狭い空間内で薬液を噴霧
するため、挿入しやすい細さと噴霧角の広いノズル形状を開発する。 

本年度 
実施内容 

・噴霧器のグリップ開発 

 

◎実用化の進んでいる革新的なドリルの切削特性-ドリル刃形状による耐びびり振動特性と深穴
加工特性の向上（Ｒ５～８） 

研究概要 
ドリル刃先形状とびびり振動の関係や自己ポンピング機能を有したドリルの穴内におけ
る切削挙動について理論的な検討を行う。 

本年度 
実施内容 

・加工中のドリル穴内における切削温度上昇のメカニズム解明 

 

◎ルチル型複合酸化物から始まる次世代蓄電池負極材料の創製と応用（Ｒ５～８） 

研究概要 
ルチル型酸化チタンをベースとした結晶構造を高度に活用した複合酸化物からなる次世
代電池負極を開発する。 

本年度 
実施内容 

・ルチル型酸化物形成チタンシートの負極特性の評価 
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◎逆解析フェイクを介した破断部金属組織の力学量分布同化解析と組織設計への展開 

（Ｒ６～１０） 

研究概要 
自動車用超高強度鋼において問題となっている延性破壊（塑性変形後の破壊）について、
破壊部の３次元金属組織形態からの変形過程を逆に辿る逆変形解析（機械学習を活用）に
より破壊した金属組織内の応力・ひずみ分布を可視化する手法を開発する。 

本年度 
実施内容 

・走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）内変形試験・組織解析方法の確立 
・光学的手法による回転式引張試験その場観察手法の確立 

 

◎未来型空調用熱交換器フィン材（アルミニウム素材）の研究開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
極薄板純アルミニウム圧延材の穴広げ性向上を目的として、変形の定量的な評価方法の確
立、最適な金属組織の探索、さらに穴広げ性向上を高めるための製造プロセスの改善に取
り組む。 

本年度 
実施内容 

・走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）による連続鋳造圧延純アルミニウム材の組織評価 
・ＳＥＭ内での変形その場観察 
・極薄板純アルミニウム材の穴広げ試験方法の確立 

 

◎EV向け部材の低コスト製造技術の開発（Ｒ７～８） 

研究概要 

電気自動車（ＥＶ）の駆動ユニットであるＥ-axleの構成部品であるアウトプットシャフ
トは長尺で内径にスプライン形状を成形しており、寸法精度を高めるために切削により加
工されるが、コスト競争力の高い工法開発が急務となっている。内径スプライン加工を切
削から鍛造へ置換することで製造コスト削減と量産性向上を図る。 

本年度 
実施内容 

・鍛造シミュレーションによる内径スプライン成形の解析 
・鍛造シミュレーションによるワーク内径形状とパンチ形状の検討 
・冷却鍛造による内径スプライン成形 

 

◎めっき液の成分分析を自動化する小型ロボットシステムの開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
X 線分析装置によるめっき液の成分分析を自動で行うことができるロボットシステムを
試作し、ロボットの動作検証およびロボットハンドの検証を行う。 

本年度 
実施内容 

・センサー機能を追加したロボットハンドの開発 
・ロボットと分析装置を接続するための通信手段の構築 

 

◎アカモクの魅力を高める品質評価手法の確立（Ｒ８） 

研究概要 
アカモクの糸引き性などの「粘り」の特徴を客観的に評価できる物性評価手法を確立する
とともに、粘りの主成分である粘性多糖類の種類や含有量、水溶性食物繊維、不溶性食物
繊維の含有量や比率を明らかにし、糸引き性の強いアカモクの訴求力を高める。 

本年度 
実施内容 

・アカモク加工品の「粘り」の評価手法の最適化 
・アカモク加工品の魅力に繋がる「粘り」成分の評価 
・アカモクの収穫時期、加工等が「粘り」に与える影響の確認 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

先駆的研究 ２テーマ 

◎動力伝達部品の疲労強度向上を目指したレーザ照射による浸炭焼入れ硬化層の改質技術の開発（Ｒ

６～８） 

研究概要 

製造現場へ容易に装置導入でき、かつ、各社が考案したアイデアを比較的容易に検証でき
る「レーザ焼入れ装置」を活用し、ガス浸炭焼入れ後の部品にレーザ照射して粒界酸化層
を除去（分解）するとともに、圧縮残留応力の付与および結晶粒の微細化を実現するため
の改質技術を開発する。 

本年度 
実施内容 

・機械的特性に及ぼす酸化物の分解、圧縮残留応力の付与 
・結晶粒の微細化の影響についての評価 
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◎培養肉形成のための海洋資源由来可食性素材を用いた培養足場素材の開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
県内企業の三次元培養素材の多くが可食であることに着目し、更に素材の探索を行うとと
もに、これからの市場である培養肉形成に向けて、培養足場素材としての開発を行う。 

本年度 
実施内容 

・固形三次元培養素材を任意の形状・大きさにした際の細胞塊構築 
・液体三次元培養素材を用いた、正常組織由来分泌細胞の生育・分化の最適化検証 

およびメカニズム調査 

 

実用化促進研究 ８テーマ 

◎予知保全のための振動評価と振動のAI解析システムの開発（Ｒ７～８） 

研究概要 

モータが組み込まれた回転機構を有する加工装置を対象として、モータの正常時、異常時
の振動波形を実測する。そのデータから、故障直前の現象を捉えるために AI（ニューラ
ルネットワーク）による振動波形解析を行うとともに、その AI モデルを実装した現場設
置に適したマイコンシステムを開発する。 

本年度 
実施内容 

・切削装置を模倣したモータ振動センシング環境の構築 
・振動データを用いての予知保全システムの構築 

 

◎センシングデータを用いた作業進捗に関わる要因解析手法の開発（Ｒ７～８） 

研究概要 
製造現場で収集した各種センシングデータを総合的に分析し、生産進捗に影響を与えてい
る要因を推定するための手法を開発する。 

本年度 
実施内容 

・製造作業に関わるデータの収集 
・要因解析手法の研究開発 

 

◎プラスチックPCR材の用途拡大に向けた新規複合材料の開発（Ｒ８～９） 

研究概要 
使用済みのプラスチックから再生したプラスチック PCR 材を自動車製品メーカーの独自
材料(MPS材）と複合化し新規材料開発を行う。また、成形加工条件の最適化を行い、物性
の安定化を図ることで、自動車部品への製品化を目指す。 

本年度 
実施内容 

・自動車用を目指した材料組成と成形条件の確立 
・材料組成および加工条件の違いによる力学特性の把握 

 

◎協働ロボットの高精度位置決めシステムの開発（Ｒ８） 

研究概要 
協働ロボットが自立補正することができる、マイクロオーダーの計測技術を活用した高精
度位置決めシステムを開発する。 

本年度 
実施内容 

・高精度位置決めシステムの開発と計測精度評価 
・協働ロボットの繰り返し位置精度の実力値と位置補正の精度検証 

 

◎狭小空間における協働ロボットの協調制御システムの開発（Ｒ８） 

研究概要 
狭小空間において主作業を行うロボットと補助作業を行う安価な小型協働ロボットが接
触することなく作業できるシステムを開発する。 

本年度 
実施内容 

・２台の単腕ロボットによる協調制御方法の検討 

 

 

◎魚介類を加圧加熱加工する際の前処理方法の検討（Ｒ８） 

研究概要 
ペットフード用に砂糖を含まず魚肉のみで加工することが望まれているため、結着性の高
い原料を配合するなど魚肉がバラバラにならないための前処理方法を確立する。 

本年度 
実施内容 

・デンプン等の添加による改善効果の検討 
・加工に適した水分量の検討 
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◎室温で長期保存可能な焼き魚の開発（Ｒ８～９） 

研究概要 
一般に煮魚感が強調される魚のレトルト食品において、“浸漬”、“炭まぶし”、“乾燥”、“炙
り”等の前処理を行うことで、ドリップ液の発生を抑制し、常温で長期保存可能な焼き魚
の開発を行う。 

本年度 
実施内容 

・ドリップ、離油の発生を抑えるレトルト加工前処理の検討 

 

◎酢酸イソアミルの産生量が多様な鳥取オリジナル酵母の育種開発（Ｒ８～９） 

研究概要 
県内の酒造会社のニーズを踏まえ、酒質に合わせた酢酸イソアミルを産生する酵母を県内
酒造会社に提供するために、酢酸イソアミルの産生量が多様な酵母を育種開発する。 

本年度 
実施内容 

・純米1kg仕込み試験による酢酸イソアミル高生産株の選抜 
・発酵温度の違いによる育種株の醸造特性確認 

 

可能性探査研究 ６テーマ 
◎クラウド業務情報を活用するローカルAIエージェントの開発 

◎多品種少量生産における生産計画の自動化手法の開発 

◎Fe-Cr-Al 系合金における炭化物析出を利用した高強度化 

◎加工油の残留（洗浄不良）が熱処理に及ぼす影響 

◎素材の含有量および特性を保持した高品質粉体加工手法の開発 

◎食材組み合わせが示す糖質分解抑制機能の特性評価と相乗効果の検討 

 

（２）知的財産権の戦略的な取得と効率的な運用 

① 知的財産権の取得等 

センターで実施した研究開発等の活動により得た新たな知見や技術については、

県内企業への技術移転を念頭に戦略的に知的財産権の取得を目指す。 

なお、職員から届けのあった発明については、センター知的財産委員会において

その妥当性について検討し、費用対効果を十分に考慮の上、出願、審査請求、更新

等の手続きを行う。 
 

② センター発明の普及 

センターの保有する発明については、日頃の技術支援活動をはじめ、ホームペー

ジ、技術ニュース、センター主催の研究発表会やイベント等の多様な手段により情

報発信を行い、企業等への技術移転を推進する。 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 
県内企業の課題解決能力や次世代の新たな技術課題への対応力の向上を目指し

て各種人材育成事業を行い、本県成長分野や地域産業における技術力のある高度産

業人材の育成を推進する。 
 

①全産業分野を対象としたオーダーメイド型技術者育成事業 
企業の個別の課題に応じたオーダーメイド型技術者育成事業を実施し、製造現場

で活躍する高度技術者を育成する。 
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研修コース名 内容 
課題解決手法習得コ

ース 
企業技術者がセンター研究員の助言により、課題解決に必要とす

る研究手法を習得する。 
ＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット技術習得コース 
ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット技術を製造現場に導入するために必要な

知識や技術を習得する。 
機器利用習得コース 開放機器を活用して加工や測定、ロボットの操作などを行うため

の知識や技術を習得する。 
分析技術習得コース 開放機器を活用して異物分析や物性評価などを行うための知識や

技術を習得する。 
微生物検査手法習得

コース 
食品の品質管理に必要な品質管理者向けの微生物検査手法の知識

や技術を習得する。 

 

②その他、県内企業の技術力向上を目指す実践的な集合研修 

■製造ＤＸ化推進人材育成研修 

工場のスマートファクトリー化を進めるため、ものづくり現場におけるＤＸ化を 

推進する技術者がＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の導入方法や活用方法、運用方法等の 

一連の流れを学ぶ実習形式の技術研修を開催する。さらに、ＳＩｅｒ企業の若手技術

者育成による提案力向上を図り県内企業間の連携を促進することで、自動化機器の

実装を早期実現する。 

 

■食品産業活躍人材育成事業 

食品の品質管理や製品の品質向上に必要な知識や技術の習得により、付加価値の

高い新商品の開発や品質管理、ＩｏＴ技術の活用などの技術を学ぶ研修会を開催す

る。 
 

■次世代とっとりの酒造り人材育成事業 

令和７年度に地理的表示（ＧＩ）保護制度に「ＧＩ鳥取」が指定され、これまで

以上に鳥取県産酒類のブランド価値向上と次世代の酒造りを担う人材の育成を図る

必要があるため、再現性のあるきき酒能力向上を目指した研修を実施する。 

 

４ 県内外機関等との連携の推進 
関係機関との情報交換や連絡調整などを行い、業務の効率化、有効性の向上に努め

るとともに、県内企業への支援を行うなかで、センター単独より関係機関との連携に

より実施することが有効と思われる案件については、積極的に専門機関と共同で各

種事業を実施する。 

① 共同研究プロジェクト 

県内企業への技術移転を目指した研究開発プロジェクトを関係機関と連携し、推

進する。令和８年度も企業等との共同研究に積極的に取り組み、令和７年度からの継

続分に加えて、新規の取り組みも行う。 
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◎天然材料と高分子複合材の実用化技術の開発 
［連携先］産業技術総合研究所中国センター 

◎木毛を原材料とした木質ボードの開発 
［連携先］栄進工業 

◎広角噴霧可能な医療用噴霧器のノズル形状開発 
［連携先］日星クリエイト 
［活用事業］鳥取県産業未来共創研究開発補助金 

◎実用化の進んでいる革新的なドリルの切削特性 
–ドリル刃形状による耐びびり振動特性と深穴加工特性の向上 
［連携先］東京電機大学、三条市立大学、ゴール、西研 

  ［活用事業］特別試験研究助成（工作機械技術振興財団） 
◎ルチル型複合酸化物から始まる次世代蓄電池負極材料の創製と応用 

［連携先］鳥取大学、高知工科大学 
  ［活用事業］科学研究費助成事業（文科省・日本学術振興会） 
◎逆解析フェイクを介した破断部金属組織の力学量分布同化解析と組織設計への展開 

［連携先］鳥取大学、京都大学、東京都市大学、東北大学、東北学院大学 
  ［活用事業］科学研究費助成事業（文科省・日本学術振興会） 
◎循環経済に貢献する金属・樹脂の直接接合を可能とする革新的な精密制御プレス加工技術及び解体
技術の開発 
［連携先］田中製作所、早稲田大学、鳥取県産業振興機構 

  ［活用事業］中小企業政策推進事業費補助金「成長型中小企業等研究開発支援事業」 
（経済産業省・Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業） 

◎未来型空調用熱交換器フィン材（アルミニウム素材）の研究開発 
［連携先］片木アルミニューム製作所、鳥取大学 
［活用事業］鳥取県産業未来共創研究開発補助金 

◎EV向け部材の低コスト製造技術の開発 
［連携先］明治製作所 
［活用事業］鳥取県産業未来共創研究開発補助金 

◎未利用水産資源を活用した高付加価値機能性成分の効率的な抽出法の開発 
［連携先］鳥取大学、上野水産 
［活用事業］鳥取県産業未来共創研究開発補助金 

◎めっき液の成分分析を自動化する小型ロボットシステムの開発 
［連携先］いなばテクノ・エボリューション 

◎アカモクの魅力を高める品質評価手法の確立 
［連携先］海産物のきむらや 
 

 

② 他機関との連携 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という）や公益財団法人鳥

取県産業振興機構等の関係機関との連携を強化するために、以下の取り組みを行う。 
◎産総研とともに、県内企業が抱える技術課題の掘り起こしとその解決手段の提案

などを行う。 
◎全国公設試験研究機関で組織する産業技術連携推進会議に参画する（総会、分科

会、地域部会等）。 
◎センターの技術支援と、支援機関等の、マーケティング、マッチング機能を連携し、

技術開発から市場獲得までの総合的な支援を実施する。 
 

５ 積極的な情報の発信 
 

センターの研究成果や技術的知見、各分野の最新技術情報等について以下の方法に

より情報発信し、広く県内企業へ周知することでセンターの活用や各種事業への参加、

技術移転を促すとともに、外部発表を積極的に行い、センター活動を広く発信する。 

◎センター活動成果発表会 
◎センター主催のセミナー、講習会等 
◎センターホームページ及び技術情報誌、メルマガ、マスコミ等 
◎県内外の他機関が主催する関連イベント、学会等 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項  
 

１ 機動性の高い業務運営、業務の効率化・合理化 

第５期中期目標を達成するために、社会情勢や企業ニーズの変化等に迅速・的確に

対応できる柔軟な組織体制の整備や職員配置を行うとともに、本年度計画で設定する

ＫＰＩを基にセンター活動の進捗確認と改善を繰り返しながら、機動性の高いセンタ

ー運営を行う。 
 

◎県内企業から要望の高い“高度かつ効率的な製品開発のための設計技術”に対応す

るグループを機械素材研究所に設置し、総合的な企業支援体制を強化 
◎将来を見据えた計画的な職員採用と関連する活動の他機関との連携、業務状況に対

応した柔軟な職員配置やスタッフの活用 
◎本計画で設定するＫＰＩによる“業務進捗管理及び業務改善”と幹部会やグループ

ウェアの活用等による“役職員間の確実な情報伝達・共有” 
◎生成ＡＩの活用による業務の効率化 
◎各部・研究所が担当する分野に精通した外部専門家からの技術的なアドバイスを取

り入れながら、ＫＧＩ達成に向けた実効性のある活動を実施 
 

２ 職員の意欲向上と能力発揮  
ＫＧＩとして位置付けた技術移転を、センター職員が強く意識して活動し、企業の

抱える技術的課題の解決から技術シーズの企業への技術移転まで取り組むことのでき

る提案力を身に着けていくようにＯＪＴによる育成に加え、職員研修や研修派遣等に

より職員の人材育成を推進する。 

◎技術相談対応、企業人材の育成、他機関との連携等でのＯＪＴ 

 ◎能力向上のための職員研修 

◎課題別・専門分野別の研修への参加 

◎県等の専門審査会への委員就任 

 

また、研究開発や企業支援の成果等を学会発表や論文投稿等外部に発表することに

より、専門家から研究活動を客観的に講評される機会を重ねることで、研究開発や技

術開発に関する自己研鑽や意欲向上につなげる。 
併せて、客観性・透明性の高い職員評価の実施により、職員の能力と実績に基づく人

事管理を行う。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する事項  
 

１ 予算の効率的運用 

効率的かつ効果的なセンター業務運営の実現のため、以下の取組により、提供サー
ビスの水準を維持・向上しながら、予算の効率的運用、事務の効率化を図る。 
◎スクラップ・アンド・ビルド等、事業の見直しと重点化を踏まえた予算編成を行うと

ともに、複数年契約や外部委託の活用、電力やコピー用紙の節減等による経費抑制、

効率的な予算執行を徹底する。 
◎センター独自の情報ネットワークシステムを適切に運用するとともに、財務会計シ

ステム等により、事務の効率化を進める。 
 

２ 自己収入の確保 

エネルギー価格をはじめとする物価高騰等の外部環境を考慮し、経営基盤の確立の
ため、以下の取組により、継続して自己収入の確保を進める。 

◎センターが保有する施設、機器設備の利用拡大 
・企業ニーズに合った機器開放及び依頼試験メニューの設定と情報発信 
・関係機関との連携による情報提供 

◎外部資金の獲得 
・国、県等の施策に係る競争的資金、民間団体の助成等外部資金の獲得、関連事業 
への積極的な提案 

・企業等との共同研究、受託研究の推進 
◎センター研究成果等の普及 
・企業への技術移転による特許等の実施許諾件数の増加   
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事項  

１ 内部統制システムの適切な運用、情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

法令等を遵守しつつ適正に業務を行い、センターのミッションを有効かつ効率的に

果たすため、内部統制の推進を図る。また、安全で快適な職場環境の確保のため、安全

衛生委員会を中心として、労働安全衛生管理に取り組む。さらに、適切な情報管理と漏

洩防止、法人の説明責任を果たすため、情報セキュリティ管理の徹底と情報公開を図

る。 

◎「内部統制推進本部」を中心とした推進体制により、業務適正化の推進、ＰＤＣＡ

サイクルによる適正な運用・取組の強化を行う。 

◎会計や業務運営に係る内部監査を行い、法令等に基づき、業務が適正かつ効率的に

行われているかを検査し、必要な業務改善を図る。 

◎研究活動の不正行為や研究費の不正使用が起こらないようコンプライアンス研修

をはじめとする防止対策に取り組む。 

◎災害・事故等発生時における適切な初動対応、迅速な復旧及び業務再開を確保 す

るため、ＢＣＰ（事業継続計画）を適宜見直しながら適切に運用する。 

◎産業医及び保健師による職場巡視、全所的な５Ｓ運動の展開等により、職場環境 

の継続的な点検・改善の取組、作業環境測定や化学物質リスクアセスメント等を適

正に実施する。また、薬品管理等、労働安全衛生法に関する法改正に適切に対応す

る。 

◎保健師による心とからだの健康相談の開催等により、職員のメンタルヘルスケア

や働きやすい職場環境づくりを進める。 

◎鳥取県産業技術センター情報セキュリティポリシーに基づいた対策を行う。 

◎関連法令等に基づき諸規程、事業計画、事業実績、財務諸表等のホームページ等で

の随時・適切な公開等により、情報公開の徹底を図る。 

 
２ 施設・設備の計画的な修繕・整備 

将来にわたるセンターの研究開発・技術支援機能の維持・向上のため、以下の取組に

より、施設・設備の安全性の確保、利用者の利便性の向上を図る。 
◎老朽化が進む建物・付属設備の劣化状況等の調査を実施した上で、中長期的な施設

設備修繕計画を策定し、県補助金等も活用して、計画的な改修・修繕等を行う。 

◎更新が必要な試験研究機器について、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏まえ、

目的積立金も活用して、計画的な整備・更新等を行う。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画  

（１）予算（人件費の見積りを含む） 

   別紙１のとおり 

 

（２）収支計画 

   別紙２のとおり 

 

（３）資金計画 

   別紙３のとおり 

  

Ⅶ 短期借入金の限度額  

（１）短期借入金の限度額 

   ３２５百万円 

 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延、事故の発生等により、急に必要となる対策費として

借入れすることを想定する。 
 

Ⅷ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込ま

れる財産の処分に関する計画 

  なし 

 
Ⅸ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする計画 

なし 
 
Ⅹ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合は、研究開発の推進、企業支援業務の充実強化、

組織運営の改善、施設・機器の整備・改善、職員の育成等法人の円滑な業務運営に   

充てる。 
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Ⅺ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項  

１ 施設及び設備に関する計画 

Ⅴ２「施設・設備の計画的な修繕・整備」に記載のとおり。 

 
２ 出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとする計画 
 

なし  

 

３ 人事に関する計画 

Ⅲ１「機動性の高い業務運営、業務の効率化・合理化」に記載のとおり。 

 

４ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関

する計画 

前中期目標期間繰越積立金は、研究開発の推進、企業支援業務の充実強化、組織運

営の改善、施設・機器の整備・改善、職員の育成等法人の円滑な業務運営に充てる。 
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別紙１ 

（１） 予算（人件費の見積りを含む） 

令和８年度 当初予算 

               （単位：千円） 
区    分 金  額 

収 入 
   運営費交付金 
  施設設備整備費補助金 
  自己収入 
   事業収入 
   事業外収入 

補助金等収入 
   外部資金試験研究収入 
  目的積立金 
 
   合 計 

 
８０７，８６０ 
２９，２０５ 

１１３，５６７ 
３３，９５１ 
５，７７１ 

６６，６７９ 
７，１６６ 

３５０，２４４ 
 

１，３００，８７６ 
 支 出 
  業務費 
   研究開発等経費 
   外部資金試験研究費 
   人件費 
  一般管理費 
  施設設備整備費 
  予備費 
 
   合 計 

 
６１９，０５５ 
１５８，７６５ 
２６，２６４ 

４３４，０２６ 
２９０，７３５ 
１１２，０４９ 
２７９，０３７ 

 
１，３００，８７６ 

 
別紙２ 

（２） 収支計画 

令和８年度 収支計画                  
 （単位：千円） 

区    分 金  額 
費用の部 

  経常経費 
   業務費 
    研究開発等経費 
    外部資金試験研究費 
    人件費 
   一般管理費 
   減価償却費 
 
収益の部 

  経常収益 
   運営費交付金収益 
   外部資金試験研究費収益 
   補助金等収益 
   事業収益 

事業外収益 
   資産見返運営費交付金等戻入 
   資産見返補助金等戻入 
 
純利益 
目的積立金取崩 
総利益 

        
１，０１１，８４２ 

６１９，０５５ 
１５８，７６５ 
２６，２６４ 

４３４，０２６ 
３３２，７８４ 
６０，００３ 

 
 

９９０，６３５ 
８０７，８６０ 

７，１６６ 
７５，８８４ 
３３，９５１ 
５，７７１ 
８，２４８ 

５１，７５５ 
 

▲２１，２０７ 
２１，２０７ 

０ 
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別紙３ 

（３） 資金計画 

令和８年度 資金計画   
              （単位：千円） 

区    分 金  額 
 
資金支出 

  業務活動による支出 
  投資活動による支出 
  次年度への繰越金 
 
資金収入 

  業務活動による収入 
   運営費交付金による収入 
   補助金による収入 
   外部資金試験研究における収入 
   事業収入 
   その他の収入 

前年度からの繰越金 

 
１，３００，８７６ 

９５１，８３９ 
７０，０００ 

２７９，０３７ 
 

１，３００，８７６ 
９５０，６３１ 
８０７，８６０ 
９５，８８４ 
７，１６６ 

３３，９５１ 
５，７７１ 

３５０，２４４ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 


